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資料１０－１

親会社、子会社等の法令上の定義

１ 商法（明治三十二年三月九日法律第四十八号）第２１１条の２第１項による

定義

他ノ株式会社ノ総株主ノ議決権ノ過半数又ハ他ノ有限会社ノ総社員ノ議決権ノ過半

数ヲ有スル会社（以下親会社ト称ス）ノ株式ハ左ノ場合ヲ除クノ外其ノ株式会社又

ハ有限会社（以下子会社ト称ス）之ヲ取得スルコトヲ得ズ

一 株式交換、株式移転、会社ノ分割、合併又ハ他ノ会社ノ営業全部ノ譲受ニ因ルト

キ

二 会社ノ権利ノ実行ニ当リ其ノ目的ヲ達スル為必要ナルトキ

２ 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和三十八年十一月二

（注）十七日大蔵省令第五十九号）第８条による定義

(1) 親会社、子会社の定義

第３項

この規則において「親会社」とは、他の会社等（会社、組合その他これらに準ずる

事業体（外国におけるこれらに相当するものを含む ）をいう。以下同じ ）の財務。 。

及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他これに準ずる機関をいう。

以下「意思決定機関」という ）を支配している会社をいい 「子会社」とは、当該。 、

他の会社等をいう。親会社及び子会社又は子会社が、他の会社等の意思決定機関を支

配している場合における当該他の会社等も、その親会社の子会社とみなす。

第４項

前項に規定する他の会社等の意思決定機関を支配している会社とは、次の各号に掲

げる会社をいう。ただし、財務上又は営業上若しくは事業上の関係からみて他の会社

等の意思決定機関を支配していないことが明らかであると認められる会社は、この限

りでない。

一 他の会社等（会社更生法（昭和二十七年法律第百七十二号）の規定による更生手

続開始の決定を受けた会社、民事再生法（平成十一年法律第二百二十五号）の規定

による再生手続開始の決定を受けた会社、商法（明治三十二年法律第四十八号）の

規定による整理開始の命令を受けた会社、破産法（大正十一年法律第七十一号）の

規定による破産宣告を受けた会社その他これらに準ずる会社等であつて、かつ、有

効な支配従属関係が存在しないと認められる会社等を除く。以下この項において同

じ ）の議決権の過半数を自己の計算において所有している会社。

二 他の会社等の議決権の百分の四十以上、百分の五十以下を自己の計算において所

有している会社であつて、かつ、次に掲げるいずれかの要件に該当する会社

イ 自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取
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引等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行

使すると認められる者及び自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同

意している者が所有している議決権とを合わせて、他の会社等の議決権の過半数

を占めていること。

ロ 役員若しくは使用人である者、又はこれらであつた者で自己が他の会社等の財

務及び営業又は事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が、当該

他の会社等の取締役会その他これに準ずる機関の構成員の過半数を占めているこ

と。

ハ 他の会社等の重要な財務及び営業又は事業の方針の決定を支配する契約等が存

在すること。

ニ 他の会社等の資金調達額（貸借対照表の負債の部に計上されているものに限

る ）の総額の過半について融資（債務の保証及び担保の提供を含む。以下この。

号及び第六項第二号ロにおいて同じ ）を行つていること（自己と出資、人事、。

資金、技術、取引等において緊密な関係のある者が行う融資の額を合わせて資金

調達額の総額の過半となる場合を含む 。。）

ホ その他他の会社等の意思決定機関を支配していることが推測される事実が存在

すること。

三 自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取引

等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使

すると認められる者及び自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意

している者が所有している議決権とを合わせた場合（自己の計算において議決権

を所有していない場合を含む ）に他の会社等の議決権の過半数を占めている会。

社であつて、かつ、前号ロからホまでに掲げるいずれかの要件に該当する会社

（注）証券取引法の規定により、上場されている株式会社及びこれに準ずる会

社は、事業年度ごとに、規則第８条で定めるすべての子会社を範囲に含め

た連結財務諸表を記載した有価証券報告書を内閣総理大臣に提出しなけれ

ばならないとされており、その後、有価証券報告書は公衆の縦覧に供せら

れる。

(2) 関連会社の定義

第５項

この規則において「関連会社」とは、会社（当該会社が子会社を有する場合には、

当該子会社を含む ）が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、子会社。

以外の他の会社等の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与える

ことができる場合における当該子会社以外の他の会社等をいう。

第６項

前項に規定する子会社以外の他の会社等の財務及び営業又は事業の方針の決定に対

して重要な影響を与えることができる場合とは、次の各号に掲げる場合をいう。ただ
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し、財務上又は営業上若しくは事業上の関係からみて子会社以外の他の会社等の財務

及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができないことが明

らかであると認められるときは、この限りでない。

一 子会社以外の他の会社等（会社更生法の規定による更生手続開始の決定を受けた

会社、民事再生法の規定による再生手続開始の決定を受けた会社、商法の規定によ

る整理開始の命令を受けた会社、破産法の規定による破産宣告を受けた会社その他

これらに準ずる会社等であつて、かつ、当該会社等の財務及び営業又は事業の方針

の決定に対して重要な影響を与えることができないと認められる会社等を除く。以

下この項において同じ ）の議決権の百分の二十以上を自己の計算において所有し。

ている場合

二 子会社以外の他の会社等の議決権の百分の十五以上、百分の二十未満を自己の計

算において所有している場合であつて、かつ、次に掲げるいずれかの要件に該当す

る場合

イ 役員若しくは使用人である者、又はこれらであつた者で自己が子会社以外の他

の会社等の財務及び営業又は事業の方針の決定に関して影響を与えることができ

る者が、当該子会社以外の他の会社等の代表取締役、取締役又はこれらに準ずる

役職に就任していること。

ロ 子会社以外の他の会社等に対して重要な融資を行つていること。

ハ 子会社以外の他の会社等に対して重要な技術を提供していること。

ニ 子会社以外の他の会社等との間に重要な販売、仕入れその他の営業上又は事業

上の取引があること。

ホ その他子会社以外の他の会社等の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して

重要な影響を与えることができることが推測される事実が存在すること。

三 自己の計算において所有している議決権と自己と出資、人事、資金、技術、取引

等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使す

ると認められる者及び自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意して

いる者が所有している議決権とを合わせた場合（自己の計算において議決権を所有

していない場合を含む ）に子会社以外の他の会社等の議決権の百分の二十以上を。

占めているときであつて、かつ、前号イからホまでに掲げるいずれかの要件に該当

する場合


